
 

 

 

 

 

 

 

 

電気通信大学共創進化スマートビレッジ（仮称）整備等事業 

 

公募要項等に関する質問回答書（１回目）等 

 

 

 

 

 

 

 

○ 本質問回答書（１回目）は、令和８年６月 22 日（月）から６

月 23 日（火）に受け付けた電気通信大学共創進化スマートビレ

ッジ（仮称）整備等事業の公募要項等に関する質問を公募要項等

の項目順に整理し、その回答を記載したものです。 

○ 質問の内容は、質問者の記載どおりとしています。ただし、質

問の記載位置については、本学で整理していますので注意してく

ださい。 

○ なお、「本質問回答書（１回目）」の後（うしろ）に「公募要項

等に関する追記事項」についても掲載していますので、あわせて

確認してください。 

 

 

 

 

 

 

 

令和８年７月３日 

 

国立大学法人電気通信大学 

 

 

 

  



 (１) 

公募要項等に関する質問回答書（１回目） 
 

＜ ① 公募要項に関する質問回答 ＞ 

番号 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

1 土地活用事業者

所有施設 

3 1 6 5 1 ② ｱ 

ｲ 

土地活用事業者所有施設の整

備について、スマートビレッ

ジE1とE2は一体敷地としての

利用は可能でしょうか。 

可能ですが、着工時期に制約

（条件）がともなうことに留

意してください。 

2 土地活用事業者

使用施設 

4 1 6 5 1 ② ｱ 「本学の教育研究と土地活用

事業の事業内容の間で事業期

間中を通して関連性を持つこ

とができる施設計画」とあり

ますが、参考資料1をみると土

地活用事業者等からの研究費

受け入れについても言及され

ています。提案内容によって

は事業費に上記の研究費予算

を見込む必要がありますでし

ょうか。 

土地活用事業の事業費に計上

（具体的には、様式28､29に記

載）するかどうかは、事業者

の提案によるものとします。 

3 大学連携使用施

設 

4 1 6 5 1 ② ｲ 「共同で利用できるスペー

ス」とありますが、想定して

いる利用例をご教示いただけ

ますでしょうか。要求水準書9

頁(3)4)の内容を参考にすれば

よろしいでしょうか。 

ご理解のとおりですが、【参考

資料１】も参照してくださ

い。 

4 土地活用事業者

所有施設 

4 1 6 5 1 ② ｲ 「土地活用事業者使用施設」

と「大学連携使用施設」は1棟

でも分棟でもよろしいでしょ

うか。 

土地活用事業者所有施設の棟

ごとにそれぞれ併設（合築）

するものとします。要求水準

書第１章３(3)4)を参照してく

ださい。 

5 大学連携使用施

設の定期借家期

間 

5 1 6 6 1   大学連携使用施設の定期借家

期間は、原則土地活用事業者

所有施設の存続期間と同等の

期間という認識でよろしいで

しょうか。 

ご理解のとおりです。大学連

携使用施設の定期借家期間

は、土地活用事業者所有施設

の存続（供用）期間と同等期

間とします。 

6 スマートビレッ

ジE2の取り扱い

について 

6 1 6 7 1   土地活用事業者が任意の代替

施設の整備業務を行わない場

合、スマートビレッジE2は使

用できないと読み取れます

が、結果としてE2は土地活用

事業として使用するか否かは

事業者の任意提案で良いとい

う理解でよろしいでしょう

か。 

ＰＦＩ事業において、課外活

動共用施設を必須の施設とし

ており、当該施設の供用開始

後であれば、代替の課外活動

共用施設を整備しなくてもＥ

２を借地することができま

す。なお、ＰＦＩ事業におい

て、課外活動共用施設を整備

し、かつ、Ｅ２を借地しない

場合は、個別提案の手続によ

るものとします。 

7 スケジュール 8 1 7     提案書提出後、または優先交

渉権者決定後において、事業

者側の都合により辞退した場

合、23頁に記載の「提案金額

の 100分の 5に相当する違約

金」以外に、例えば今後のプ

ロポーザルへの参加制限等の

ペナルティが科される可能性

はございますでしょうか。 

事業者都合の事由にもよりま

すが、当該可能性を排除する

ものではなく、本学等の関連

規定等に基づいて判断する場

合もあります。 



 (２) 

番号 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

8 土地活用事業者

所有施設の供用

期間 

9 1 7     供用期間の終了日は3月末が必

須となりますでしょうか。（仮

に令和10年度8月1日から供用

を開始した場合、70年後は令

和80年8月1日だが、終了日が3

月31日必須の場合、終了日は

令和81年3月31日との理解で間

違いないでしょうか） 

ご質問の場合は、令和80年３

月31日となります。なお、土

地活用事業者所有施設の解体

撤去を含む期間であることに

留意してください。 

9 大学所有施設の

供用期間 

9 1 7     供用期間の終了日は３月末が

必須となりますでしょうか。

（仮に令和10年度8月1日から

供用を開始した場合、40年後

は令和50年8月1日だが、終了

日が3月31日必須の場合、終了

日は令和51年3月31日との理解

で間違いないでしょうか） 

ご質問の場合は、令和50年３

月31日となります。ただし、

ＰＦＩ事業での施設供用の期

間とは、ＰＦＩ事業者が維持

管理業務及び運営業務を行う

期間（ＰＦＩ事業契約の契約

期間）であり、当該施設はそ

の後も本学により供用するこ

とに留意してください。 

10 土地活用事業の

応募者の構成等

用件 

9 1 8 1 1   単独企業で応募し、その他の

役割を全て協力会社として応

募することも問題ないという

理解でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。ただ

し、その場合であっても、土

地活用事業全体を責任を持っ

て遂行する者は、応募企業

（単独企業）であるものと考

えています。 

11 構成員の変更 11 1 8 1 5   構成員及び協力会社の変更に

は追加も含まれていますでし

ょうか。 

ご理解のとおりです。「変更

（応募グループの構成員及び

協力会社の削除又は追加並び

に予定業務の変更等）」として

いることに留意してくださ

い。 

12 構成員の変更 11 1 8 1 5   提案書提出前までの構成員及

び協力会社の変更や追加につ

いては、大学と協議する前提

で、土地活用事業・PFI事業と

もに昨今のインフレによる物

価上昇等の影響も事由として

認めていただきたい。 

本学がやむを得ない事情と判

断した場合にあっては、当該

変更を承諾することもありま

す。 

13 特別目的会社の

設立等 

12 1 8 1 6   単独企業で応募し、その他の

役割を全て協力会社として応

募した場合はSPCの設立は不要

という理解でよろしいでしょ

うか。 

応募者が応募企業（単独企

業）の場合にあっては、特別

目的会社の設立を任意として

います。 

14 PFI事業の応募

者の構成等用件 

12 1 8 2 1   単独企業で応募し、その他の

役割を全て協力会社として応

募することも問題ないという

理解でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。ただ

し、その場合であっても、 

ＰＦＩ事業全体を責任を持っ

て遂行する者は、応募企業

（単独企業）であるものと考

えています。 

15 PFI事業の協力

会社 

12 1 8 2 1   協力会社はPFI事業者から直接

業務を受託し、又は請け負う

ことを予定している者とある

が、応募をグループで行う場

合、構成員との違いをご教示

ください。 

本事業では、応募企業又は応

募グループの構成員は、特別

目的会社に必ず出資する者で

あることとし、協力会社には

当該出資を義務付けていませ

ん。 

16 構成員及び協力 14 1 8 2 3   「建設に当たる者と工事監理 ご理解のとおりです。 



 (３) 

番号 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

会社の資格等用

件 

に当たる者については、これ

を兼務することはできない」

とありますが、設計に当たる

者と建設に当たる者が兼務す

ることは可能という理解でよ

ろしいでしょうか。 

17 解体事業者 15 1 8 2 3 ②  PFI事業の建設に当たる者はW

敷地の既存施設の解体も行う

こととされているが、コスト

削減の観点から、W・E敷地の

既存施設解体を同じ事業者で

行いたいと考えています。そ

の場合、PFI事業の建設に当た

る構成員から解体事業者に再

委託を行うのではなく、W敷地

分については、PFI事業者（特

別目的会社）から直接解体事

業者に発注を行っても問題な

いでしょうか。なお、検討中

の解体事業者は解体を専門に

している事業者のため、PFI事

業の建設に当たる者の資格要

件を満たすのは難しいため、

構成員としての登録は必須で

ないとの理解で宜しいでしょ

うか。（E敷地の解体事業者は

特に参加登録が必須とされて

いないため） 

解体撤去業務は、ＰＦＩ事業

者から直接業務を請け負う者

が実施する場合、建設に当た

る者自らが実施する場合、建

設に当たる者から請け負う者

が実施する場合のいずれであ

っても、資格等要件を問わな

いものとします。ただし、解

体撤去業務についても、工事

監理に当たる者が実施する工

事監理業務の対象であること

に留意してください。 

18 資格等要件 15 1 8 2 3 ② ｱ 「PFI事業者から、建築工事、

電気工事、管工事を一括して

請け負う場合にあっては、建

設工事建築工事一式の一般競

争参加資格を有することのみ

でよいものとする」との記載

がございますが、建設業者が

単独企業として（PFI事業者と

して）応募した場合において

も、当該資格のみを有してい

れば足りるとの認識で相違ご

ざいませんでしょうか。 

建設に当たる者の資格等要件

について、ご理解のとおりで

す。 

19 資格等要件 15 1 8 2 3 ② ｳ 実績は、公共事業に限らず、

民間の実績でもよろしいでし

ょうか。 

ご理解のとおりです。 

20 資格等要件 16 1 8 2 3 ④ ｲ 実績は、公共事業に限らず、

民間の実績でもよろしいでし

ょうか。 

ご理解のとおりです。 

21 特別目的会社の

設立等 

16 1 8 2 6   単独企業で応募し、その他の

役割を全て協力会社として応

募した場合はSPCの設立は不要

という理解でよろしいでしょ

うか。 

応募者が応募企業（単独企

業）の場合にあっては、特別

目的会社の設立を任意としま

す。 

22 質 問 書 （ 1 回

目）への回答の

公表日時につい

17 1 9 3 1   応募表明書及び応募資格確認

申請書に関わる質問につきま

しては、7月3日(金)より以前

本学の手続等から７月３日の

公表とします。 



 (４) 

番号 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

て に回答を公表いただくことは

可能でしょうか。 

23 応募資格確認申

請書の取り扱い 

18 1 10 2 3   例外的に応募資格確認申請書

の変更、差し替え及び再提出

のご指示をいただいた場合に

は、提出期限の日時までに対

応する必要があるという理解

でよろしいでしょうか。 

原則として、ご理解のとおり

です。 

24 応募資格確認申

請書の取り扱い 

18 1 10 2 3   提出期限の日時以前のみ、応

募資格確認申請書の変更、差

し替え及び再提出のご指示を

いただく可能性があるという

理解でよろしいでしょうか。 

原則として、ご理解のとおり

です。 

25 PFI事業にかか

る弁護士費用等 

25 1 22 2 2   「ＰＦＩ事業契約の締結に係

るＰＦＩ事業者の弁護士費

用、印紙代等は、ＰＦＩ事業

者の負担とする。」との記載が

ございますが、これらを含む

ＰＦＩ事業にかかる弁護士費

用や印紙代等はサービス購入

費に含まれるとの認識で宜し

いでしょうか。 

ご理解のとおりです。ご質問

の内容は、別紙２の施設整備

費相当のク※に相当します。 

26 地代（権利金・

年間地代）の相

場について 

26 1 23 9 1 ④  仮に提案金額が相場と大きく

乖離しているとみなされた場

合には、採点時に影響があり

ますでしょうか。 

地代等は、市場価格（相場）

と「大きく乖離しない」こと

とし、「大きく乖離している」

場合にあっては、審査委員会

での提案内容審査によるとこ

ろですが、審査（評価）の対

象になる場合があるものと理

解しています。 

27 大学連携施設の

賃料 

26 1 23 9 1 ④ ｵ 「土地活用事業者」に支払う

「大学連携使用施設」に関す

る「賃料等」について、規定

があればご教示いただけます

でしょうか。 

もしくは〈費用負担〉に記載

の条件を満たす範囲で事業者

が自由に設定できるものとの

認識でよろしいでしょうか。 

ご質問の前段について、特段

の規定はありません。 

ご質問の後段について、ご理

解のとおりですが、市場価格

（相場）と大きく乖離しない

ようにしてください。 

28 固定資産税等 26 1 23 9 1 ④ ｶ スマートビレッジE1及びE2に

かかる土地の固定資産税額に

ついて、提案上はどのように

算出、想定すればよろしいで

しょうか。不動産鑑定等の評

価を算定されていたらご教示

頂けますでしょうか。 

提案段階での土地の固定資産

税額の提示は必要ありません

（様式30参照）。なお、令和６

年２月に調布市に照会したと

ころでは、スマートビレッジ

Ｅ（住宅軽減が最大限適用さ

れた場合）で3,600,000円／年

でしたが、具体的には、土地

活用事業者の提案（施設用

途・規模や事業実施年度等）

に応じて賦課される金額が異

なってくることに留意してく

ださい。 

29 土地固定資産税 26 1 23 9 1 ④ ｶ 事業費（地代改定リスクも含

む）を正確に算出するにあた

現状、当該土地は非課税であ

り、土地の固定資産税額は把



 (５) 

番号 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

り、現在のE敷地の土地固定資

産税額と、直近の改定前土地

固定資産税額をご提示いただ

きたいです。 

握しておりません。なお、番

号28への回答も参照してくだ

さい。 

30 保険加入 28 1 24 2    建設期間中の保険については

付保することが条件となって

いるが、維持管理運営期間中

の保険付保は必須ではないと

いうことで間違いないでしょ

うか。 

ご理解のとおりです。なお、

維持管理業務・運営業務につ

いても第三者賠償責任保険等

への付保を推奨します。 

31  PFI事業者付帯

事業 

31 2 2     PFI事業者付帯事業とは「大学

所有施設を賃借することな

く、大学関係者等に各種のサ

ービスを提供する運営業務」

とのことですが、具体的にど

のような事業を想定されてい

ますでしょうか。 

大学所有施設の一部を占有す

ることなく大学関係者等に各

種のサービスを提供する運営

業務を想定しており、例えば

以下のようなものが挙げられ

ますが、これらは単なる参考

であり、これらに限るもので

はありません。 

・弁当注文サービス 

・クリーニング取次サービス 

・家事代行サービス 

・アルバイト紹介サービス 

32 モニタリングの

実施について 

32 2 4 4 1   各業務期間にモニタリングを

実施するとあるが、モニタリ

ングチェックシート等の決ま

った様式があればご教示いた

だけますでしょうか。 

特段のチェックシート等の決

まった様式はありませんが、

一般的に事業者自らが実施す

るモニタリング（セルフモニ

タリング）においては「要求

水準書・提案書等確認書」を

作成し使用することが多く、

本学によるモニタリングは、

項目を限定することなく対象

業務全般にわたって、幅広く

実施することになります。 

33 モニタリングの

実施について 

32 2 4 4 1   モニタリングについて、貴学

が直接モニタリングを実施す

るのか、支援業務で外部委託

を想定しているのか、決まっ

ていることがあればご教示い

ただけますでしょうか。 

現段階では、本学が直接実施

することを想定しています。 

34 モニタリングの

実施について 

33 2 4 4 1 ⑤  「公認会計士による監査」と

ありますが、社内監査役によ

る監査としていただけません

でしょうか。 

土地活用事業契約書（案）第

94条第２項及びＰＦＩ事業契

約書（案）第89条第２項とし

て「２ 土地活用事業者（ＰＦ

Ｉ事業者）は、供用開始後２

年目以降にあっては、前項の

公認会計士による監査報告及

び年間業務報告を、社内監査

部門等による監査報告及び年

間業務報告とすることについ

て大学と協議できるものとす

る。」を追記します。なお、本

条項は、土地活用事業者及び

ＰＦＩ事業者が特別目的会社

であることを前提としたもの

であり、土地活用事業者及び



 (６) 

番号 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

ＰＦＩ事業者が特別目的会社

でない場合にあっては、本学

と当該事業者で協議の上、該

当部分を加筆・修正するもの

とします。 

35 財務状況モニタ

リング 

33 2 4 4 2 ⑤  PFI事業においては、モニタリ

ングの費用も含めてサービス

購入費に含まれるとの理解で

問題ないでしょうか。 

ご理解のとおりです。番号25

への回答を参照してくださ

い。 

36 PFI事業者使用

施設貸付料改定 

34 2 4 5 2   貸付料の改定基準をご提示い

ただきたいです。 

国立大学法人電気通信大学施

設等使用細則第６条（使用料

等の納入）第１項の規定を準

用するものとし、本事業で提

示している、21,120円/年・㎡

（消費税を含む。）は、不動産

鑑定評価額 1,600円 /月・㎡

（消費税を含まない。）に基づ

くものです。 

37 地代等の算出方

法等 

38 別1 1 2    「本学が別途に負担する土地

活用事業に関連して必要とな

る初期投資額（金14,000,000

円）」というのは具体的に何を

指しているかご教示いただけ

ま す で し ょ う か 。 ま た 、

14,000,000 円 は 固 定 値 で あ

り、変動しないという認識で

よろしいでしょうか。 

ご質問の前段について、本学

が別途に負担する土地活用事

業に関連して必要となる初期

投資額14,000,000円（消費税

を含む。）とは、国際交流会

館、課外活動共用施設等の解

体に伴い発生する施設整備費

補助金（国費）の返還金で

す。 

ご質問の後段について、当該

金額は固定値とします。 

38 地代等の算出方

法等 

38 別1 2 1 1   建物が竣工するまでの期間の

地代は減免していただけない

でしょうか。 

原案のとおりとします。な

お、定期借地権設定契約締結

日から、ＰＦＩ事業の維持管

理業務及び運営業務が開始す

る前日までの間の地代等（地

代（年間地代））は、本学が別

途に負担する本件土地に賦課

される固定資産税相当額（年

額：実際に賦課される額）の

みとしていることに留意して

ください。 

39 地代（年間地

代）の改定方法 

39 別1      地代を支払う土地活用事業者

からすると、固定資産税評価

額の変動率と固定資産税額の

増減の両方が２重に反映され

る改定基準となっているよう

に思われます。 

後者のＥ敷地に実際に賦課さ

れる固定資産税額を反映する

のみの改定基準としていただ

きたいです。 

原案のとおりとします。考え

方としては、固定資産税相当

額（年額）は、実際に賦課さ

れる額とし、それ以外の額

は、固定資産税評価額の変動

割合に応じて地代に反映させ

るものとしており、決して二

重に反映しているものではあ

りません。 

仮に、ご質問のとおりとする

と、本学の実質的な（固定資

産税相当額を除く）地代（年

間地代）は、土地活用事業の

事業期間において一切改定さ

れないこととなり、合理的



 (７) 

番号 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

（現実的）ではありません。 

40 地代等の算出方

法等 

39 別1 2 2 ※   「・・・地代等は同額とす

る。」とありますが、同額とい

うのは、PFI事業期間終了時点

の金額で固定されるという理

解でよろしいでしょうか。 

ＰＦＩ事業の事業期間後にお

いても・・・としていること

からも明らかなように、ここ

での同額とは、「 1)から5)の

合計に6)を控除した額」との

考え方が同じということであ

り、当然に、ＰＦＩ事業の事

業期間後においても、地代等

（地代（年間地代））は改定の

対象となります。 

41 地代等の算出方

法等 

39 別1 3 2    合計額を超えて応募者が提案

した額の計算方法は、令和9年

1月1日の固定資産税評価額と

各年の固定資産税評価額の変

動割合に応じて反映するとの

ことですが、該当部分の具体

的な計算方法としては、以下

の理解で合っておりますでし

ょうか。 

1)から3)の合計額を超えて応

募者が提案した額 × （各年

の固定資産税評価額 ÷ 令和9

年 1月 1日の固定資産税評価

額） 

「4) 1)から3)の合計額を超え

て応募者が提案した額（年

額）」の計算方法はご理解のと

おりですが、当該反映は、

［ 1)＋2)＋3)＋4) ］×（各

年の固定資産税評価額÷令和

９年１月１日の固定資産税評

価額）となること（つまり、 

4)のみでなく、1)から4)の合

計額が反映の対象となるこ

と）に留意してください。 

また、「４ 協議等 地代等（権

利金）の算出及び改定方法は

上記１から３の通りとする

が、固定資産税評価額の扱い

などの詳細事項については、

本学と土地活用事業者で協議

の上、本学が決定する。」とし

ていることについても留意し

てください。 

42 地代（年間地

代）の改定方法 

39 別1 3 2    「～応募者提案が属する年の

翌年の評価時点（令和９年１

月１日）の事業計画地の固定

資産税評価額と、実際に地代

を支払う年の評価時点（毎年

１月１日）の事業計画地の固

定資産税評価額を比較し、変

動がある場合、その変動割合

に応じて、当該年の４月１日

よりの月額地代に反映させる

ものとする。」とありますが、

これはPFI事業の維持管理業務

び運営業務が開始する年のみ

適用されるのかまたは毎年適

用されるのでしょうか。 

土地活用事業の事業期間中に

おいて適用されます。番号

40、41への回答も参照してく

ださい。 

43 地代（年間地

代）の改定方法 

39 別1 3 2    「～応募者提案が属する年の

翌年の評価時点（令和９年１

月１日）の事業計画地の固定

資産税評価額と、実際に地代

を支払う年の評価時点（毎年

１月１日）の事業計画地の固

定資産税評価額を比較し、変

動がある場合、その変動割合

に応じて、当該年の４月１日

直接的には連動していません

が、ＰＦＩ事業のサービス購

入費も物価変動に伴い改定さ

れます。別紙２の「サービス

購入費の改定（変更）方法」

を参照してください。 



 (８) 

番号 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

よりの月額地代に反映させる

ものとする。」とありますが、

別紙１の2-(2)の1)から3）の

PFI事業者に支払うサービス購

入費は原則固定であるため、

固定資産税額評価額の変動幅

を反映させる理由をお示しい

ただきたいです。 

44 地代（年間地

代）の改定方法 

39 別1 3 2    Ｅ敷地に実際に賦課される固

定資産税額を反映してもな

お、別紙１の2-(2)の1)から

5）の合計に6)を控除した額よ

りも、事業者が提案した年間

地代が大きい場合、年間地代

は必ず改定されるのでしょう

か。（逆に実際に賦課される固

定資産税が下がった場合には

年間地代は減額されるのでし

ょうか） 

番号28への回答を参照してく

ださい。 

45 地代（年間地

代）の改定方法 

39 別1 3 2    「地代等（地代（年間地代））

のうち、上記２(2) 5) 本学が

別途に負担する本件土地に賦

課される固定資産税相当額

（年額）は、実際に賦課され

る額に改定するものとする。」

とされていますが、改定の反

映は毎年何月からとなります

でしょうか。 

「当該年の４月１日よりの月

額地代に反映させるものとす

る」としているとおり、令和

ｎ年分の固定資産税相当額

（年額）を令和ｎ年度の地代

等（地代（年間地代））に反映

させるものとします。 

また、「４ 協議等 地代等（権

利金）の算出及び改定方法は

上記１から３の通りとする

が、固定資産税評価額の扱い

などの詳細事項については、

本学と土地活用事業者で協議

の上、本学が決定する。」とし

ていることについても留意し

てください。 

46 地代（年間地

代）の改定方法 

39 別1 3 2    提案後に消費税及び地方消費

税の改定があった場合でも、

年間地代は改定されないとの

認識で宜しいでしょうか。 

ご理解のとおりです。なお、

固定資産税評価額の変動割合

に応じての反映は行います。 

47 見積金額等の算

出方法 

40 別2 1     大学所有施設内にPFI事業者使

用施設を設ける場合、維持管

理費等の負担は基本的には面

積按分となるのか、現時点で

の想定をご教示いただけます

でしょうか。 

別紙２において、「ＰＦＩ事業

におけるサービス購入費に

は、ＰＦＩ事業者使用施設

（任意）のうちＰＦＩ事業者

が占用する部分の施設整備業

務（ただし、内装及び専用設

備等に限る。）、維持管理業務

（光熱水費を含む。）、運営業

務（光熱水費を含む。）及び生

活利便サービス業務、ＰＦＩ

事業者付帯事業（任意）の運

営業務（光熱水費を含む。）に

係る費用に相当する額を含ま

ないものとする。」としている

ことに留意してください。 

48 サービス購入費 45 別2 2 3 1 ②  変動前残工事代金（施設整備 原則として、ご理解のとおり



 (９) 

番号 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

の改定（変更）

方法 

費相当から当該請求時の出来

形部分に相応する施設整備費

相当を控除した額）とありま

すが、「当該請求時の出来形部

分に相応する施設整備費相

当」とは請求時点で整備し終

わっている出来形部分を指

し、施設整備費相当の変更の

対象は、請求時点以降に整備

する部分を指すとの認識で問

題ないでしょうか。 

ですが、本規定は公共工事標

準請負契約約款の規定を参考

としていますので、より詳細

な事項については、当該約款

の各種解説等を参照してくだ

さい。 

49 サービス購入費

の改定 

45 別2 2 3 1 ③ 

⑦ 

 施設整備費相当の変更につい

て、協議開始から14日以内に

協議が整わない場合は貴学が

変更額を定めることとされて

いるが、この場合は何を基準

に設定するのかご教示いただ

けますでしょうか。 

ＰＦＩ事業者から提出を受け

た各種資料とともに、政府の

各種統計、日本銀行等の公表

する価格指数、その他社会的

に相当程度信頼されている資

料等を基準とします。 

50 サービス購入費

の改定 

45 別2 2 3 1 ③  提案時の金額は公募開始時

（2026年6月8日）時点の物価

指数に基づき算出させていた

だき、価格高騰についてはこ

の時点での指数との比較でよ

ろしいでしょうか。 

賃金水準又は物価水準の変動

に関する基準日は、(3)1)①に

おいて「･･･提案書の提出期限

の日･･･」と規定しています。 

51 サービス購入費

の改定 

45 別2 2 3 1 ③  「物価指数等に基づき」とあ

るが、特定の指標が指定され

ていないため民間企業の建設

費の変動をタイムリーに反映

している【日建設計標準建築

費指数】を採用しても問題な

いという理解でよろしいでし

ょうか。 

政府の各種統計、日本銀行等

の公表する価格指数、その他

社会的に相当程度信頼されて

いる資料等を基準とします。 

52 サービス購入費

の改定 

45 別2 2 3 1 ③  サービス購入費の改定を新築

工事着工前に請求した場合、

提案時設計図面と実施設計図

面との比較で価格の増減につ

いて協議することになると思

われますが、図面の精度が異

なる中でどのように価格高騰

の正当性を評価するかご教示

頂けますでしょうか。 

ご質問のような場合におい

て、賃金水準又は物価水準の

変動を明確にすることは相当

に難しいものと認識していま

すが、具体的な方法等につい

ては、本学とＰＦＩ事業者の

協議によるものとします。 

53 サービス購入費

の改定（変更）

方法 

45 別2 2 3 1 ④  「同行中「PFI事業者契約締結

の日」とあるのは～」と記載

がありますが、別紙2の2-(3)-

1)-①の基準日は「提案書の提

出期限の日」とされていま

す。どちらが正となりますで

しょうか。 

ご質問部分の「ＰＦＩ事業契

約締結の日」を「提案書の提

出期限の日」に修正します。 

54 物価変動に伴う

維持管理費相当

の改定 

45 別2 2 3 2 ①  物価変動に伴う維持管理費相

当額の改定基準について、変

動率±3％とされている根拠を

ご教示ください。公共工事契

約におけるスライド条項では

通常の価格変動分として概ね

ご質問部分の「±3.0％」を

「±1.5％」に変更します。 



 (１０) 

番号 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

1％程度が受注者負担とされて

いることや、日本銀行の物価

安定目標が2％であることを踏

まえると、±3％は事業者にと

って負担の大きい基準と考え

られます。適切なVFM確保の観

点から、変動率を±1.0％程度

へ見直していただくことをご

検討いただけないでしょう

か。 

55 業務報告書の提

出 

47 別2 3 1 1 ①  業務日誌を作成日の翌日に提

出することになっている一

方、要求水準書及びPFI事業契

約書では日報は毎週特定の曜

日にまとめて提出するとの記

載がありますが、まとめて提

出が正しいという理解でよろ

しいでしょうか。 

特段の必要性がないかぎり、

日報は毎週特定の曜日にまと

めて提出するものとします。 

56 業務報告書の提

出 

47 別2 3 1 1 ①  業務日誌に記載すべき具体的

な内容をご教示いただけます

でしょうか。 

本学と事業者の協議により、

本学が定めるものとします。

なお、当該内容は、必要な範

囲にとどめ、可能なかぎり事

務負担を軽減できるようにし

ます。 

 

＜ ② 様式集に関する質問回答 ＞ 

番号 項目 頁 章 様式 1 (1) 1) ① 質問 回答 

57 押印書類の契印

について 

1 2  4    「提出書類の中で押印を必要

とするもののうち、当該提出

書類が複数枚にわたる場合

は、必ず契印を押してくださ

い。」とありますが、企業間で

用紙を受け渡しすることによ

るオペレーションコストを軽

減するため、契印は統括代表

企業印のみとしていただくこ

とは可能でしょうか。 

基本的には、一通の文書で複

数者の押印が必要なのは、委

任状（統括）、委任状（土地活

用事業）、委任状（ＰＦＩ事

業）だと認識しております

が、これら委任状について

は、一人（ある特定）の委任

者と受任者が一通（一枚・裏

表も可）の文書となってお

り、これらを必要文書（必要

委任者と受任者）数だけ作成

することにより、契印や関係

者間の持ち回りが不要になる

ものとします。 

なお、「代表者名・印」とある

代表者とは、代表権者、代表

権者から委任を受けた者（こ

のことを証する「委任状※」

を提出のこと）又は定款や登

録等で包括的な代理権等を持

つ者（このことを証する「文

書あるいは文書の写し」を提

出のこと）であることとし、

印は、原則として実印としま

す。ただし「委任状※」の受

任者の場合にあっては、受任

者使用印（認印でも可）でも

よいものとします。 



 (１１) 

番号 項目 頁 章 様式 1 (1) 1) ① 質問 回答 

58 提案書類の作成

方法について 

1 2  5 1   提案書の作成に際し、様式集

に 基 づ く 形 で PowerPoint や

illustrator等にて作成しても

よろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。なお、

本学に提出するのは、紙ベー

スとＰＤＦデータ（一部ＥＸ

ＣＥＬデータ）としているこ

とに留意してください。 

59 提案書類の作成

方法について 

1 2  5 1   作成要領を逸脱しない範囲で

枠等をアレンジしてもよろし

いでしょうか。 

可能としますが、ご質問にあ

るように、作成要領を逸脱し

ない範囲としてください。 

60 応募グループ名

について 

2 2  6 4 1 ② グループ名称に使用する統括

代表企業の略称等は事業者の

任意で設定してよろしいでし

ょうか。 

ご理解のとおりです。ただ

し、＜様式21＞から＜様式70

＞には、応募企業又は応募グ

ループの構成員並びに協力会

社の企業名等が特定できる表

示（グループ名称を含む）

は、一切、付さないでくださ

い。 

61 正本の表紙につ

いて 

2 2  6 4 1 ② 表紙に記載する様式番号は

「様式４～様式１３」、応募グ

ループ名は統括グループ名、

土地活用事業の応募グループ

名、PFI事業の応募グループ名

の３つを併記するという理解

でよろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

62 正本の表紙につ

いて 

2 2  6 7 2  応募グループ名は統括グルー

プ名、土地活用事業の応募グ

ループ名、PFI事業の応募グル

ープ名の３つを併記するとい

う理解でよろしいでしょう

か。 

ご理解のとおりです。 

63 代理人について 26 4 8     「統括代理人」、「土地活用事

業代理人」、「PFI事業代理人」

はそれぞれ「統括代表企業」、

「土地活用事業応募グループ

の代表企業」、「PFI事業応募グ

ループの代表企業」を表すと

いう認識でよろしいでしょう

か。 

また、委任状（PFI事業）につ

いて、「PFI事業者代理人」と

「PFI事業代理人」の二つの表

記が見られますが、誤記では

ないでしょうか。 

ご質問の前段について、正確

には「統括代表企業」の代表

者、「土地活用事業応募グルー

プの代表企業」の代表者、「Ｐ

ＦＩ事業応募グループの代表

企業」の代表者となります。

質問57への回答も参照してく

ださい。 

ご質問の後段について、「ＰＦ

Ｉ事業者代理人」を「ＰＦＩ

事業代理人」に修正します。 

64 委任状（統括）

について 

26 4 8     「土地活用事業代理人」と

「PFI事業代理人」の2者によ

り1枚作成するという理解でよ

ろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

65 委任状（土地活

用事業）につい

て 

27 4 8     書類作成スケジュールの都合

上、構成員毎に作成し、集め

たものを委任状としてもよろ

しいでしょうか。その場合、

枝番は委任状（統括）につづ

く 形 （ 例 ： 8-2 、 8-3 、 8-

4・・・等）とする認識でよろ

しいでしょうか。 

ご理解のとおりです。番号57

への回答を参照してくださ

い。 
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番号 項目 頁 章 様式 1 (1) 1) ① 質問 回答 

66 委任状（土地活

用事業）につい

て 

27 4 8     様式8等提出書類について、押

印指定（実印・認印等）はあ

りますでしょうか。 

番号57への回答を参照してく

ださい。 

67 委任状（PFI事

業）について 

27 4 8     書類作成スケジュールの都合

上、構成員毎に作成し、集め

たものを委任状としてよろし

いでしょうか。その場合、枝

番は委任状（土地活用事業）

に続く形（例：8-5、8-6、8-

7・・・等）とする認識でよろ

しいでしょうか。 

ご理解のとおりです。番号57

への回答を参照してくださ

い。 

68 施工実績を証す

る書類について 

30 4 10 3    「実績を有することを証する

書類」は、プレスリリースや

自社で作成した案件概要書等

でも問題ありませんでしょう

か。契約書や図面等のご提出

も必要になりますでしょう

か。 

工事の完了年度、建物用途、

建物規模等が（客観的に）確

認できる書類であれば、工事

の契約書及び仕様書又は図面

に限るものではありません

が、単に自社で作成した案件

概要書等では（客観的ではな

いため）不十分となります。

なお、工事の契約書及び仕様

書又は図面のうち、工事の完

了年度、建物用途、建物規模

等が客観的に確認できる部分

の抜粋でもよいものとしま

す。具体的には、必要に応じ

て、担当部局にお問い合わせ

ください。 

69 維持管理の実績

を証する書類に

ついて 

33 4 12 2    「実績を有することを証する

書類」は、プレスリリースや

自社で作成した案件概要書等

でも問題ありませんでしょう

か。契約書や図面等のご提出

も必要になりますでしょう

か。 

番号68への回答を参照してく

ださい。 

70 様式集全般の捺

印について 

       捺印は実印での捺印が必須で

しょうか。 

番号57への回答を参照してく

ださい。 

71 様式集全般の捺

印について 

       代表企業・構成員（協力会

社）どちらの捺印も必要な書

類については、構成員（協力

会社）が複数社いる場合に

は、代表者と構成員（協力会

社）１社ずつの捺印がそろっ

ていれば良いものとしていた

だきたい。（複数社分の押印を

輪番で回すのは時間を要する

ため） 

番号57への回答を参照してく

ださい。 

 

＜ ③ 要求水準書／本文に関する質問回答 ＞ 

番号 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

72 共創進化IoTシ

ステム 

3 1 1 3 5   提案に活かすため、西９号館

で構築している共創進化IoTシ

ステムについて具体的内容を

資料等でご教示いただくこと

は可能でしょうか。 

別添の「番号72_IoTシステム

全体概要図」、「番号72_教育

DX_説明資料」、「番号72_本学

の共創進化スマート大学化に

向けた取り組み報告」を参照
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番号 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

してください。［※］ 

73 代替施設の維持

管理運営 

8 1 3 1    土地活用事業者の業務内容に

必須・任意の代替施設の維持

管理運営が含まれています

が、あくまで代替施設である

ため、現在の維持管理運営者

にて業務を行うことを前提と

していただくことをご検討い

ただけないでしょうか。 

土地活用事業者の業務範囲と

します。番号144への回答も参

照してください。なお、土地

活用事業者が現在の維持管理

運営事業者に業務を委託する

ことを妨げるものではありま

せん。 

74 設定敷地の容積

率上限 

12 1 5 1    設定敷地の容積率の上限は

300%を前提条件とする旨の記

載がありますが、左記の上限

はどのように算出されたので

しょうか。事業者側で検証の

必要はない認識でよろしいで

しょうか。 

東京都の「建築基準法第86条

第１項、同条第２項及び第86

条の２第１項の規定に基づく

認定基準」Ⅱ．取扱基準、第

２ 適用基準、11 建蔽率及び

容積率の規定を踏まえて算定

したものです。 

75 代替施設の準備

期間 

13 1 5 2 2   事業者が保育施設と課外活動

施設の代替施設を整備後、供

用開始前に貴学にて物品の移

動等を行う準備期間はどの程

度必要と考えておりますでし

ょうか。目安をお示しいただ

きたいです。 

２か月程度（引越し：１か月

程度、撤去：１か月程度）必

要になるものと考えています

が、具体的には、本学と土地

活用事業者の協議によるもの

とします。 

76 代替施設の候補

地 

13 1 5 2 2   必須・任意ともに代替施設の

候補地の使用できる敷地面積

を具体にお示しいただきたい

です。 

別添の「番号76_代替施設建設

候補地の敷地面積」を参照し

てください。［※］ 

77 土地活用事業 

統括責任者 

15 2 1 2 1   統括責任者は代表企業以外の

構成員から選出しても問題な

いでしょうか。 

ご理解のとおりですが、当該

総括責任者は、土地活用事業

全体を総合的に把握し、調整

等を行える同種事業の経験と

必要な知識及び技能を有する

者である必要があります。 

78 土地活用事業 

統括責任者 

15 2 1 2 1   統括責任者は開発期間と運営

期間（土地活用使用者使用施

設供用開始後）で、必要な知

識や技能が異なるため、変更

を行うことは可能でしょう

か。 

ご理解のとおりですが、本学

の承諾事項とします。 

79 施設供用開始後

のモニタリング 

16 2 1 4 1 ④  1年目の監査から、社内監査部

門での監査を可とすることを

ご検討いただきたいです。 

番号34への回答を参照してく

ださい。 

80 モニタリング 

財務の状況報告 

16 2 1 4 1 ④  土地活用事業にかかる特別目

的会社を設立しない場合、財

務の状況に関する報告書は借

地権者の会社の財務諸表の提

出でも宜しいでしょうか。 

番号34への回答を参照してく

ださい。 

81 施設供用開始後

のモニタリング 

16 2 1 4 2   モニタリング費用は土地活用

事業者負担とありますが、具

体的に発生することを想定し

ている費用はありますでしょ

うか。 

特段の想定はしていません。

なお、モニタリングのための

資料等は、基本的には、本来

業務やセルフモニタリング等

で作成されるものを使用する

ことでよいものとし、本学に
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番号 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

よるモニタリングにかかる人

件費は本学の負担とします。 

82 調布市開発事業

指導要綱 

17 2 2 1 1 ⑦  調布市開発事業指導要綱第22

条の規定について一団地認定

の場合の取り扱いを調布市と

協議したいため、大学敷地全

体の緑地等の面積が分かる資

料をご提示いただけないでし

ょうか。 

別添の「番号82_緑化工事完了

届」を参照してください。

［※］ 

83 歩道上空地 17 2 2 1 1 ⑧  スマートビレッジE2西側の前

面道路（主要地方道12号調布

田無線）に沿って幅員1.5m以

上の公開空地を確保する計画

とする旨の記載があります

が、本敷地は上記の道路に接

道していないように見受けら

れます。道路と接道している

隣地の扱いについてご教示い

ただけますでしょうか。 

別添の「番号83_配置図」を参

照してください。［※］ 

84 既存樹木 18 2 2 1 5 ⑤  【資料14】の樹木表にて、「倒

木」「危険樹木」「枯損木（危

険樹木）」と指定されている危

険樹木が複数確認できます

が、本事業において具体的に

どのような対応（伐採・撤

去、あるいは残置等）を想定

されていますでしょうか。 

伐採・撤去等が望ましいと考

えていますが、具体的には、

事業者の判断によるものとし

ます。 

85 代替施設にかか

る費用 

19 2 5 1    代替施設の維持管理・運営に

かかる費用は土地活用事業者

負担の想定でしょうか。 

ご理解のとおりです。番号144

への回答も参照してくださ

い。 

86 代替施設の基本

事項 

19 2 5 1 1 ① ｲ 施設調達をする場合の契約者

は誰を想定していますでしょ

うか。 

原則として、いわゆる「大家

さん」との直接の契約は土地

活用事業者とし、これを本学

が借り上げることを想定して

いますが、それぞれの諸条件

が異なるため、具体的には、

本学と土地活用事業者の協議

によるものとします。 

87 代替施設の基本

事項 

19 2 5 1 1 ② ｱ ガス・電気・水道も土地活用

事業者が契約する想定でしょ

うか。 

原則として、代替施設のうち

学内に整備するものについて

は、構内インフラに接続する

ものとし、代替施設のうち学

外に調達するものについて

は、当該契約は土地活用事業

者とすることを想定していま

すが、それぞれの諸条件が異

なるため、具体的には、本学

と土地活用事業者の協議によ

るものとします。 

88 代替施設の基本

事項 

19 2 5 1 1 ② ｱ インターネットはWi-Fiが使え

るようにする必要があります

でしょうか。 

インターネットは必要です

が、Wi-Fiは任意とします。 

89 代替施設の基本

事項 

19 2 5 1 1 ② ｲ 洗濯機置き場はバルコニーで

も許容されますでしょうか。 

バルコニーを洗濯機置場とす

ることは不可とします。 
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番号 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

90 代替施設の基本

事項 

20 2 5 2 

3 

   維持管理・運営について、大

学使用施設と同様の水準が求

められるとのことですが、単

身室について、施設調達を行

う場合は対象となる物件を応

募グループが保有もしくは管

理する物件に限定する想定で

しょうか。 

応募グループが保有もしくは

管理する物件に限定するもの

ではありません。 

91 代替施設の光熱

水費 

20 2 5 2    代替施設（保育施設・課外活

動施設）かかる光熱水費の負

担は貴学・代替施設（国際交

流会館の単身室分）は入居者

負担となりますでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

92 各室出入口 26 3 1 8 2 ⑦ ｳ 「鋼製のものは…」との記載

について、扉の材質に関して

は、必ずしも鋼製に限定され

るものではなく、事業者から

の提案によるものと理解して

よろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

93 屋上緑化 27 3 1 8 5 ①  「屋上部分の緑化について

は、PFI事業者の提案によるも

のとする。」とある一方で、

【別表2】工事区分表には「仕

様・位置・数量等は提案によ

る。」とあります。屋上緑化の

整備自体は必須でしょうか。 

屋上緑化の整備は必須ではな

く、事業者の提案によるもの

とします。ただし、ZEB Ready

は必須であることに留意して

ください。 

94 設計時の調整 43 3 4 1 9 ②  「使用者の理解を得る」とあ

りますが、理解を得る必要の

ある先（打ち合わせをするべ

き先）は貴学が選定し、調整

を行っていただける認識で宜

しいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

95 土壌汚染調査 48 3 5 3 2 ① ｱ 「合理的な範囲で本学の負担

とする」とあるが、土壌改良

等必要な対策に係る費用は全

て負担して頂ける理解でよろ

しいでしょうか。 

土壌改良等費用については、

合理的な範囲に含まれるもの

である限り、本学の負担とな

ります。 

96 解体工事に関す

る設計及び監理 

48 3 5 3 2 ②  【資料20】に記載のない地中

埋設物が解体工事中に発生し

た場合、撤去に係る費用につ

いては、全て貴学の負担とい

う理解でよろしいでしょう

か。また、この場合に、解体

工事期間が延期されることに

なるが、当該理由における工

期延期は無条件で貴学の承諾

を得られるという理解でよろ

しいでしょうか。 

埋設物の撤去費用について

は、合理的な範囲に含まれる

ものである限り、大学の負担

となります。 

97 施工時間 50 3 5 3 3 ① ｳ 「大学入学共通テスト及び個

別学力検査等（前期・後期日

程）…」との記載に関連し、

工期の検討にあたり影響を及

ぼす可能性のある工事中止期

間（想定される作業不可日、

別添の「番号97_工事中止期

間」を参照してください。

［※］ 
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日数等）がございましたら、

ご教示いただけますでしょう

か。 

98 修繕・更新 54 4 2 1    注釈で「国際交流施設の建築

内装及び設備機器等において

は、公募要項等（主に「要求

水準書」）及び提案書に示す機

能を維持するとともに、入居

者及び利用者の安全性及び維

持管理運営の経済性を確保で

きるようにすることを目的に

行う修繕・更新は、その規模

の大小に係わらず、すべてPFI

事業者が行う維持管理業務の

範囲とする。」とありますが、

そのほかの保育園や課外活動

共用施設を合築で整備する場

合には、国際交流施設にかか

る修繕・更新であることをど

のように区分する想定でしょ

うか。 

特に給排水等の機械設備や電

気設備は建物全体で共用する

可能性が高いため、区分が難

しいと考えております。 

まず、「国際交流施設の建築内

装及び設備機器等」に限定し

ていることに留意してくださ

い。そのうえで、ご質問の設

備機器等は、原則として、計

画的・維持管理運営的にも、

可能な限り他の部分と区分す

ることとし、それでも共用と

なる部分については、専用面

積で按分することを想定して

います。なお、詳細について

は、本学とＰＦＩ事業者の協

議によるものとします。 

99 修繕・更新 54 4 2 1    注釈で「国際交流施設の建築

内装及び設備機器等において

は、公募要項等（主に「要求

水準書」）及び提案書に示す機

能を維持するとともに、入居

者及び利用者の安全性及び維

持管理運営の経済性を確保で

きるようにすることを目的に

行う修繕・更新は、その規模

の大小に係わらず、すべてPFI

事業者が行う維持管理業務の

範囲とする。」と記載されてい

るため、建物外壁や屋上防水

の大規模修繕・更新はPFI事業

者が行う維持管理業務範囲外

と考えて宜しいでしょうか。 

ご理解のとおりです。番号98

への回答も参照してくださ

い。 

100 維持管理業務の

年間業務計画書 

56 4 2 4 2 ①  年間業務計画書は、基本的に

は建物保守管理～警備業務に

て作成する年間業務計画書を

集約させたものという理解で

よろしいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

101 衛生消耗品の負

担区分 

57 4 2 10 5   国際交流会館の衛生消耗品等

の負担は入居者負担とのこと

ですが、PFI事業者が当該費用

の徴収を代行する必要があり

ますでしょうか。その場合、

どのような名目で入居者から

費用を徴収する想定でしょう

か。 

国際交流施設の入居者が直接

調達（購入）するものとしま

す。 
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102 警備業務 66 4 7 2 3   出入館管理とは、入居者の外

出・帰宅をすべて記録する必

要があるということでしょう

か。 

ご理解のとおりですが、入居

者については、入退館システ

ム等による電子的記録でもよ

いものとします。ただし、来

訪者については、要求水準書

の規定のとおり、受付簿への

記帳が必要なことに留意して

ください。 

103 大学使用施設の

運営期間、時間

帯 

68 5 2 5 2   業務時間については、今後協

議させていただくことは可能

でしょうか。 

原案のとおりとします。 

104 大学使用施設の

非常時、緊急時

の対応 

68 5 2 6    常駐時間外の入退去手続も必

要とのことだが、対応が可能

であれば無人でも問題ないで

しょうか。（キーボックスにて

鍵の受け渡しをする等） 

当該受け渡しにキーボックス

を使用することでよいものと

します。ただし、退去時は部

屋の状態確認等が必要となる

ため、管理人による事前の確

認が完了していることを条件

とします。 

105 共益費 69 5 3 2 3 ①  共益費の金額は貴学が設定す

る予定でしょうか。 

ご理解のとおりです。 

106 国際交流施設の

利用方法の説明

等 

70 5 3 2 4 ⑦ ｱ 住居移動とは、国際交流施設

内での区画を移動することを

指していますでしょうか。 

国際交流施設内での区画の移

動だけではなく、国際交流施

設外への移動（退去・引越）

も含みます。なお、住居移動

のサポートにおいては、本学

国際課担当者へ繋ぐ窓口業務

を行うものとします。 

107 国際交流施設の

利用方法の説明

等 

70 5 3 2 4 ⑦ ｱ 出入国手続きのサポートも業

務範囲となっていますが、常

駐する者はそのような知識も

備える必要があるということ

でしょうか。 

出入国手続きのサポートにお

いては、本学国際課担当者へ

繋ぐ窓口業務を行うものとし

ます。 

108 国際交流施設の

利用方法の説明

等 

70 5 3 2 4 ⑦ ｱ 日常生活のサポートとは、具

体的にどのようなことを想定

していますでしょうか。 

日常生活のサポートにおいて

は、日本で生活するにあたっ

て必要となる病院、スーパ

ー、ゴミ出し、郵便・警察・

消防等（ただし、これらに限

るものではありません。）の日

常生活に関する基本的な情報

提供等を行うものとします。 

109 遠隔システムの

等による対応業

務 

70 5 3 2 5   「前項 2)から 4)」とは、第5

章3(2)2)から4)を指していま

すでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

110 ヘルプデスク業

務 

71 5 4 2 5   英語対応は、AIや翻訳システ

ム等による対応も許容されま

すでしょうか。 

英語対応において、ＡＩや翻

訳システム等を使用すること

は問題ありません。 

111 空室補修・クリ

ーニング業務 

71 5 5 2 3   退去修繕にかかる費用は、大

学にてご負担いただけないで

しょうか。 

ここでの「ＰＦＩ事業者の負

担」とは、「入居者の負担」と

区分するためのものであり、

当然に、「空室補修・クリーニ

ング業務にかかる費用」は、

サービス購入費に含まれま

す。公募要項別紙２（Ｐ41）



 (１８) 

番号 項目 頁 章 1 (1) 1) ① ｱ 質問 回答 

を参照してください。 

112 防犯・防災管理

業務の業務範囲 

71 5 6 1 1   「国際交流施設（単身、夫

婦）、並びにこれらの事業計画

地内の巡回等による防犯・防

災管理を行う。」とあります

が、PFI事業者の業務対象範囲

は国際交流施設（単身、夫

婦）のみではないでしょう

か。 

原案のとおりとします。国際

交流施設（部分）の防犯・防

災管理業務とともに、当該国

際交流施設が設置されている

事業計画地内の防犯・防災管

理業務も含むという趣旨で

す。 

113 コインランドリ

ー 

72 5 7 2 1   独立採算事業としてコインラ

ンドリーの運営が必須となっ

ていますが、P36の2)③に記載

されている単身用洗濯室にて

上記の事業を行う認識でよろ

しいでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

114 生活品レンタル 72 5 7 2 2   レンタル品は入居時に設置完

了されている必要があります

でしょうか。入居が決まるタ

イミングによっては、手配が

間に合わない可能性があると

思い確認となります。 

原則として、入居時に設置が

完了している必要がありま

す。特に、入居当日から使用

する寝具類は必須であり、電

子レンジは優先的に設置する

ものとし、その他のテレビ、

アイロンなどは状況によって

の対応とします。なお、入居

の予定は、数か月前には分か

っています。 

115 生活品レンタル 72 5 7 2 2 ①  生活品のスペックに指定はあ

りますでしょうか。 

特段の仕様（スペック）指定

はありませんが、耐久性・堅

牢性の重視をお願いします。 

116 PFI事業者施設

の維持管理・運

営業務 

73 6 1     貴学の承諾が得られた場合に

は、業務開始から3年の間も変

更等を許容していただけませ

んでしょうか。 

原則として、原案のとおりと

しますが、特段の事由があ

り、本学がこれをやむを得な

いものとして認める場合にあ

っては、変更等を承諾する場

合もあるものとします。 

117 PFI事業者付帯

施設事業 

73 6 2     PFI事業者付帯事業は、「本学

から大学所有施設を賃借する

ことなく、」とありますが、各

種サービスの例として宅配便

ロッカー、カーシェアリング

が挙げられています。これら

は賃借をしないと行えないか

と思いますが、ここでの「賃

借することなく」とは具体的

にどのような状態・条件を指

しているのでしょうか。 

番号31への回答を参照してく

ださい。 

118 PFI事業者使用

施設 

       PFI事業者使用施設は必須の大

学所有施設（延床3.260㎡以

上）の床を賃借するという提

案も可能との理解で宜しいで

しょうか。 

ＰＦＩ事業者使用施設は、大

学使用施設3,260㎡以外で（超

えて）確保してください。な

お、要求水準書第１章４(3) 

3)を参照してください。 

 

＜ ④ 要求水準書／別表・資料・参考資料に関する質問回答 ＞ 



 (１９) 

番号 項目 別表 資料 参考 枚目 上中下 質問 回答 

119 天井高 1   2 上段 「表記数値は室内の平均天井高

の目安を示す」との記載につい

て、許容範囲（例えば±●％

等）の基準が設定されている場

合には、ご教示いただけますで

しょうか。 

目安とし、あえて「許容範

囲」は設定していません。な

お、目安の範囲としては、±

５％程度を想定しています

が、必要であれば、個別提案

の手続により確認してくださ

い。 

120 提供資料につい

て 

 3    【資料3】事業場所周辺現況測

量図 のCADデータをご提供いた

だく事は可能でしょうか。 

別添の「番号120_測量図」を

参照してください。［※］ 

 
＜ ⑤ 事業者選定基準に関する質問回答 ＞ 

番号 項目 頁 1 (1) 1) ① ｱ a 質問 回答 

121 事業期間による

採点基準の違い 

       土地活用事業及びPFI事業とも

に提案する事業期間の違いに

よる評価の違いはありますで

しょうか。 

審査委員会での提案内容審査

によるところですが、審査

（評価）の対象になる場合が

あるものと理解しています。 

 

＜ ⑥ 基本協定書に関する質問回答 ＞ 

番号 項目 頁 条 項 号 別紙 - - 質問 回答 

122 業務の委託、

請負 

2 5 1     土地活用事業についても、基

本協定締結までに、公募要項

に明示されている「運営に当

たる者（土地活用事業全体を

責任を持って遂行する者、事

業期間にわたって本学との連

携を責任を持って遂行する

者）以外の設計や建設に当た

る者等を確定させておく必要

があるということでしょう

か。 

民間事業では特に建設事業者

は着工の直前の決定となるこ

とが多いため、もし基本協定

締結までに確定していなかっ

た場合にはどのような対応と

なるかご教示いただきたいで

す。 

公募要項の規定を優先するも

のとし、基本協定書は、公募

要項の規定に基づく提案に整

合させる（加筆・修正する）

ものとします。 

123 業務の委託、

請負 

2 5 2     土地活用事業においても土地

活用事業予定者と各業務の事

業者との委託・請負契約書の

提出を必須としている理由を

ご教示ください。 

まず、番号122への回答を参照

してください。そのうえで、

「委託・請負契約書」ではな

く、「当該契約書若しくは覚書

等の写し等、各業務を委託し

若しくは請け負わせた事実、

又は、委託し若しくは請け負

わせることを約した事実を証

する書面」としていることに

留意してください。 

124 事業契約不調

の場合の処理 

4 8 3     第8条第2項同様、貴学にも事

業者と同等の違約金を設定す

ることをご検討いただきたい

です。 

原案のとおりとします。大学

の責めに帰すべき事由による

場合は、第８条第３項が適用

されます。 

125 秘密保持 4 9 1     本事業の協力会社や、本事業 第９条第１項の「土地活用事



 (２０) 

番号 項目 頁 条 項 号 別紙 - - 質問 回答 

の目的のために必要がある構

成員と協力会社の役員及び従

業員、弁護士、司法書士、公

認会計士、税理士その他法律

上秘密保持義務を負う者にも

開示可能としていただきたい

です。 

業グループが土地活用事業の

実施に関し必要な準備行為又

は土地活用事業に関する資金

調達を図るために合理的に必

要なものとして開示する場

合」に該当する場合は許容さ

れます。 

 

＜ ⑦ 土地活用事業契約書（案）に関する質問回答 ＞ 

番号 項目 頁 章 節 条 項 号 別紙 質問 回答 

126 関係者協議会 9 2  8 2   「事務局は、土地活用事業者

又は土地活用事業者に置くこ

ととし、」とありますが、正し

くは、「事務局は、PFI事業者

又は土地活用事業者に置くこ

ととし、」という理解でよろし

いでしょうか。 

第８条第２項の「土地活用事

業者又は土地活用事業者」を

「土地活用事業者又はＰＦＩ

事業者」に修正します。 

127 関係協議会 9 2  8 2   PFI事業終了後も土地活用事業

が終了するまでは協議会は行

われるのでしょうか。 

ご理解のとおりです。ただ

し、協議の内容や開催の頻度

は変わってくるものと考えて

います。 

128 関係協議会 9 2  8 2   事務局を置くとは具体的に何

か事務手続が発生したり、対

外的に住所を公示するなどが

必要になりますでしょうか。 

第８条第１項に定めていると

おり、関係者協議会の詳細に

ついては、大学、土地活用事

業者及びＰＦＩ事業者が協議

の上決定することとなり、事

務局に求める内容等もこれに

含まれます。 

129 関係協議会 9 2 1 8 2   関係者協議会の事務局は「土

地活用事業者又はPFI事業者に

置く」の誤記でしょうか。 

番号126への回答を参照してく

ださい。 

130 代替施設（学

内）の設計の

変更 

10 3 2 12 1   工期及び費用の変更がない場

合でも、協議とさせていただ

きたいです。 

原案のとおりとします。 

131 代替施設の設

計変更 

10 3 2 12 2   15日以内で設計変更の要否や

それに伴い発生する費用や本

事業に与える影響を検討する

のは条件次第では難しい可能

性がございます。その場合、

通知までにかかる期間の延長

等は合理的な範囲で検討いた

だけますでしょうか。 

大学と土地活用事業者が別途

合意した場合には、通知まで

の期間を合理的な範囲で延長

することは可能とします。 

132 代替施設（学

内）の設計の

変更 

10 3 2 12 3 

5 

8 

  「費用が減少したときは、大

学と土地活用事業者が合意す

る方法で精算する」とありま

すが、元から事業者負担であ

るため、費用が減少した場合

には精算する必要がないと理

解しておりますが、どのよう

なご想定でしょうか。 

第12条第３項、第５項本文及

び第８項においては、追加費

用が発生したときは大学が合

理的な範囲で負担することか

ら、その反面として、費用が

減少する場合はその利益を大

学が享受できるよう、当該減

少額相当について土地活用事

業者から大学への支払いを行

う等の精算を想定していま

す。 



 (２１) 

番号 項目 頁 章 節 条 項 号 別紙 質問 回答 

133 代替施設の設

計変更に伴う

工事遅延 

10 3 2 12 3   貴学側の都合により代替施設

の着工が遅れると、土地活用

事業の着工も遅れ、昨今のイ

ンフレの状況下では工事費の

増加に繋がる可能性がござい

ます。これらの理由により追

加費用が発生したときは、貴

学に対して合理的な範囲で請

求できると考えて良いでしょ

うか。 

設計変更によって生じた「合

理的な追加費用」に含まれる

限り、大学の負担となりま

す。 

134 代替施設の設

計変更に伴う

清算 

10 3 2 12 3   「設計変更に伴い費用が減少

したときは大学と土地活用事

業者が合意する方法で清算す

る」との記載がありますが、

具体的にどのような方法での

清算を想定されていますでし

ょうか。 

（権利金の額を当該費用分減

額することも想定されている

か） 

番号132への回答を参照してく

ださい。なお、権利金は土地

活用事業者が大学へ支払うも

のであるため、費用減少の精

算において権利金を通じた精

算を行う場合には、権利金を

当該費用分増額することにな

ると思われます。 

135 代替施設用地

の瑕疵等に伴

う工事遅延 

11 3 2 12 8   土地活用事業者が公募資料等

から事前に把握できない瑕疵

や埋蔵文化財等の事情により

代替施設の着工が遅れると、

土地活用事業の着工も遅れ、

昨今のインフレの状況下では

工事費の増加に繋がる可能性

がございます。これらの理由

により追加費用が発生したと

きは、貴学に対して合理的な

範囲で請求できると考えて良

いでしょうか。 

ご理解のとおりです。 

136 各種調査 13 3 4 20 1   必要な調査はこれから実施予

定でしょうか。その場合、実

施予定の調査内容と時期をご

教示いただきたいです。 

大学による調査は既に完了し

ており、要求水準書の【資

料】として提供しているもの

となります。 

137 代替施設の備

品等 

16 3 6 26 1   代替施設の備品は既存の施設

で使用しているものを流用す

る予定でしょうか。 

（土地活用事業者で別途用意

が必要な備品はないとの認識

で宜しいでしょうか。） 

国際交流施設（必須の代替施

設）、保育施設（必須の代替施

設）、課外活動共用施設（任意

の代替施設）は既存備品の流

用を想定しています。 

138 代替施設（学

内）の完成確

認通知 

16 3 6 26 1   代替施設（学内）の完成確認

通知は「速やかに交付する」

となっているが、曖昧なため

何日以内などの規定を設けて

いただきたい。 

原案のとおりとします。 

139 工期等の変更 16 3 7 27 3   土地活用事業者の責めに帰す

事由以外の場合で、工期が変

更した際は、事業期間の終期

も変更できることとしていた

だきたい。 

第27条第３項但し書を、「但

し、工期（代替施設）、完成日

（代替施設）又は供用開始日

（代替施設）が変更された場

合でも、当該変更が土地活用

事業者の責めに帰すことので

きない事由によるものであり



 (２２) 

番号 項目 頁 章 節 条 項 号 別紙 質問 回答 

かつ両当事者が事業期間の終

期変更が必要であると合意し

た場合を除き、事業期間の終

期は変更しない。」と修正しま

す。 

140 建設工事の一

時中止 

16 3 7 28 1   「必要と認める場合」とはど

のような場合でしょうか。 

第28条第１項は、公共工事標

準請負契約約款第20条第２項

と同趣旨の規定であり、発注

者である大学自らが一時中止

が必要であると認める場合

が、「必要と認める場合」に該

当します。 

141 建設工事（代

替施設）の一

時中止 

17 3 7 28 2   事業者の責めに帰すことので

きない事由による場合には、

事業期間の変更も協議に応じ

ていただけませんでしょう

か。 

第28条第２項但し書を、「但

し、工期（代替施設）、完成日

（代替施設）又は供用開始日

（代替施設）が変更された場

合でも、当該変更が土地活用

事業者の責めに帰すことので

きない事由によるものであり

かつ両当事者が事業期間の終

期変更が必要であると合意し

た場合を除き、事業期間の終

期は変更しない。」と修正しま

す。 

142 建設工事の一

時中止 

17 3 7 28 2   土地活用事業者の責めに帰す

事由以外の場合で、建設工事

が一時中断し、工期が変更し

た際は、事業期間の終期も変

更できることとしていただき

たい。 

番号141への回答を参照してく

ださい。 

143 建設工事の一

時中止に伴う

工事遅延 

17 3 7 29    土地活用事業者の責めに帰す

事由以外で工期の変更があっ

た場合、土地活用事業の着工

も遅れ、昨今のインフレの状

況下では工事費の増加に繋が

る可能性がございます。これ

らの理由により追加費用が発

生したときは、貴学に対して

合理的な範囲で請求できると

考えて良いでしょうか。 

第29条に基づく追加費用の負

担においては、同条第１号の

とおり、「大学の責めに帰すべ

き事由による場合」に該当す

るものに限り、合理的な範囲

で大学が負担することとなり

ます。 

144 代替施設（学

内）の所有権 

17 3 8 32 2   代替施設の維持管理・運営費

も全額土地活用事業者が負担

するという理解でよろしいで

しょうか。 

ご理解のとおりですが、保育

施設、課外活動共用施設は維

持管理業務のみとし運営業務

は必要ありません。また、国

際交流施設の維持管理業務及

び運営業務については、いわ

ゆる「大家さん」とシェア

（分担）できるものとしま

す。 

145 代替施設（学

内）の所有権 

17 3 8 32 2   代替施設（学内）については

大学に無償での使用を認めて

いれば、固定資産税が非課税

の大学施設との取り扱いにな

ると考えて宜しいでしょう

大学としては、同様の理解で

います。 



 (２３) 

番号 項目 頁 章 節 条 項 号 別紙 質問 回答 

か。 

146  完成遅延に伴

う費用負担 

18 3 8 34 1   土地活用事業者の責めに帰す

事由以外で完成が遅延した場

合、土地活用事業の着工も遅

れ、昨今のインフレの状況下

では工事費の増加に繋がる可

能性がございます。これらの

理由により追加費用が発生し

たときは、貴学に対して合理

的な範囲で請求できると考え

て良いでしょうか。 

第34条第１項に基づく追加費

用の負担においては、同項第

１号のとおり、「大学の責めに

帰すべき事由による場合」に

該当するものに限り、合理的

な範囲で大学が負担すること

となります。 

147 代替施設（学

外） 

最終確認完了

通知 

19 4  40 1   代替施設（学外）の最終確認

書は「速やかに交付する」と

なっているが、曖昧なため何

日以内などの規定を設けてい

ただきたい。 

原案のとおりとします。 

148 代替施設（学

外） 

利用料金 

20 4  41    代替施設（学外）の利用料金

等について、入居率を根拠に

85%の金額が設定されています

が、そもそも用意する部屋を

減らせば良いのではないでし

ょうか。11部屋確保する意図

をご教示いただけますでしょ

うか。 

留学生を対象とするため、ど

うしても、常に１、２戸程度

の空室（リザーブ）が必要に

なると判断しています。 

149 代替施設（学

外） 

利用料金 

20 4  41    「大学が既存施設（国際交流

会館の単身室）において利用

者から徴収している利用料金

等」の具体的な金額をご教示

いただけますでしょうか。 

代替施設（単身室）の利用料

金等は、［276,600円／年・単

身戸✕11戸✕85％＝2,586,210

円／年］とします。 

150 代替施設（学

外）の利用料

等 

20 4  41    利用料等とは具体的に何を指

し、金額はいくらになります

でしょうか。 

番号149への回答を参照してく

ださい。 

151 代替施設の維

持管理・運営 

20 5 1     代替施設（特に学内）の維持

管理・運営業務全般につい

て、土地活用事業者がそこま

でのリスクを負うことは難し

いため、原則は貴学にて行う

ことをご検討いただきたい。 

番号144への回答を参照してく

ださい。 

152 代替施設の維

持管理・運営 

20 5 1 43 1   維持管理・運営業務に必要な

訓練・研修等とは具体的にど

のような内容を想定しており

ますでしょうか。 

要求水準書を満たすために、

責任者及び従事者に求めた業

務の遂行に必要な知識および

技能（多言語対応等）を習得

した上で業務に当たっていた

だくための訓練・研修等を想

定しています。なお、番号144

への回答も参照してくださ

い。 

153 代替施設（学

外） 

業務計画書等

の提出 

21 5  46    代替施設（学外）は、調達す

る場合でも業務計画書等の提

出が必要になりますでしょう

か。 

必要としますが、業務計画書

等の内容等については、必要

な範囲に限るものとします。 

154 代替施設の維

持管理・運営

21 5 2     一時的な代替施設であること

や、PFI事業ではなく民間の事

ご提案のとおり、計画書、報

告書、モニタリングの内容等



 (２４) 

番号 項目 頁 章 節 条 項 号 別紙 質問 回答 

業務の内容 業であることから業務計画

書・業務報告書・モニタリン

グ等の内容は必要最低限とし

ていただき、互いに負担を軽

減する前提としていただきた

い。 

については、必要な範囲に限

るものとします。ただし、大

学という特性上、学生利用者

にとっては、代替施設が一時

的な代替施設ではないことに

ついてご理解をお願いしま

す。 

なお、計画書、報告書、モニ

タリングの内容等の必要な範

囲については、大学と事業者

の協議によるものとします。 

155 代替施設の業

務報告書 

22 5  52    「（１）月報は、作成月の翌日

10日までに提出する。（２）月

報は、毎月、当該の業務終了

後速やかに提出する。」とあり

ますが、月報はいつまでに提

出が必要になりますでしょう

か、 

第 52条第３項第１号のうち

「及び月報」を削除します。 

156 代替施設の開

始の遅延 

23 5 2 55 1   法令変更や不可抗力など土地

活用事業者責めに帰すべき事

由以外で開始が遅延した場合

は、違約金の支払いは貴学と

協議の上決定としていただき

たい。 

第55条第１項但し書を、「但

し、土地活用事業者の責めに

帰すことのできない事由によ

る場合には、この限りでな

い。」に修正します。 

157 代替施設の供

用終了 

24 6  62 1   特に代替施設（学外）は部屋

の解約等に時間がかかる可能

性があるため、大学所有施設

の供用開始時期は１～３か月

前には通知いただきたい。 

第62条第１項中の「14日前ま

で」を「１か月前まで」に修

正します。 

158 建設工事の着

工 

26 7  65 2   事業土地（E2）の工事は、任

意の代替施設（課外活動施

設）の整備が完了している場

合には、着手して問題ないと

の理解で宜しいでしょうか。 

ご理解のとおりですが、正確

には、代替施設（課外活動共

用施設）の供用が開始してい

る場合となります。 

159 定期借地権設

定契約の締結 

26 7  65 3   定期借地権設定契約は公正証

書での締結が必須となります

でしょうか。 

必須の事項です。 

160 建設工事（事

業施設）の費

用及び責任の

負担 

26 7  67 1   不可抗力による施設整備業務

の費用増加は土地活用事業者

がすべて負担することになっ

ていますが、中東情勢等によ

り仕入の遅延や価格高騰が発

生した場合には事業が停滞す

ることが想定されます。この

場合、貴学への権利金の支払

いも難しくなるものと想定さ

れますが、紛争等の重大な問

題が発生した場合には事業者

側より条件の変更または事業

中止にかかる協議等を可能と

する文言を追加可能でしょう

か。 

原案のとおりとします。 

161 建設工事の責

任負担 

26 7  67 4   土壌汚染や地中障害など土地

に対する瑕疵により、施設整

第67条第４項は原案のとおり

とします。ただし、別紙６の



 (２５) 

番号 項目 頁 章 節 条 項 号 別紙 質問 回答 

備費用が増加した場合は貴学

負担としていただきたい。 

定期借地権設定契約書第7条

を、「甲は、本件土地につき契

約不適合責任は負わないもの

とする。但し、甲が乙に対し

て提供した資料及び現地見学

等から通常予見すべき範囲を

超えて、本件土地から地質障

害、地中障害物、土壌汚染及

び埋蔵文化財が発見され、乙

においてその処分をする必要

性が生じた場合には、甲は合

理的な範囲内で当該予見を超

える部分の処分費用を負担す

るものとする。」に修正しま

す。 

162 建設工事（事

業施設）の費

用及び責任の

負担 

27 7  67 2   第54条と同様に、大学の責め

に帰すべき事由により生じた

第三者の損害については、大

学が賠償する旨の文言を追記

いただけないでしょうか。 

第 67条２項に、但し書とし

て、「但し、大学の責めに帰す

べき事由により生じた第三者

の損害については、大学が賠

償するものとする。」を追加し

ます。 

163 第三者による

実施 

27 7  68 1   設計企業や建設企業（元請け

会社）から業務を一部請け負

う下請け会社も貴学の承諾が

都度必要でしょうか。 

内容や規模にもよりますの

で、事前の大学と事業者の協

議によるものとします。な

お、土地活用事業者の独立採

算事業であることを踏まえ、

可能なかぎり承諾案件を限定

的にするものとします。 

164 土地活用事業

者所有施設及

び業務内容の

変更 

28 8  72    分譲マンションとする場合、

維持管理の内容は管理組合に

て決定されることになるかと

思いますが、その部分につい

ての維持管理運営業務の変更

も都度貴学の承諾が必要とな

りますでしょうか。 

土地活用事業者所有施設の用

途や内容にもよりますので、

事前の大学と事業者の協議に

よるものとします。ただし、

大学連携施設の維持管理業務

とともに、土地活用事業全体

の遂行に係わる運営業務、本

学との連携の遂行に係わる運

営業務については、承諾の対

象とします。 

165  28 8  72    「但し、～土地活用事業の事

業者選定手続における競争の

公平性が保たれる範囲内であ

るとして、大学が承諾した場

合には、この限りではない。」

について、原則は提案書や要

求水準書の内容に沿った事業

を行うことは大前提ではある

が、社会情勢や不可抗力など

によって提案内容をやむを得

ず変更する可能性もあるた

め、「但し、合理的な事由の場

合には、大学は協議の上、変

更を承諾する」など調整の余

地がある案文への変更をご検

討いただきたい。 

後発的な事情により当初想定

通りに事業を遂行できないリ

スクが生じうることは承知し

ていますが、事業者選定手続

を経る事業である以上、選定

手続の競争の公平性が保たれ

ることは極めて重要であるた

め、原案のとおりとします。 

166 大学の解除権 29 9 2 76 2 2  本契約の解除について、第77 原案のとおりとします。 



 (２６) 
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条と同様、60日間以上として

いただけないでしょうか。 

167 完成前の代替

施設（学内）

に関する解除

の効力 

31 9 2 79 2   87条や 91条のような法令変

更・不可抗力の場合による解

除時のへ解体撤去及び原状回

復費用負担は貴学と協議の上

決定としていただきたい。 

原案のとおりとします。 

168 完成後の代替

施設（学内）

に関する解除

の効力 

32 9 2 80 2   87条や 91条のような法令変

更・不可抗力の場合による解

除時のへ解体撤去及び原状回

復費用負担は貴学と協議の上

決定としていただきたい。 

原案のとおりとします。 

169 保全義務 32 9 2 83    第77条及び第78条の規定に基

づく解除の場合、維持保全に

かかる費用は貴学の負担とし

ていただけないでしょうか。 

原案のとおりとします。当該

維持保全にかかる費用は、第

82条第３項に基づく損害賠償

請求の対象に含めることがで

きるとの考えです。 

170 債権債務の譲

渡等について 

34 10  84 2 1  土地活用事業において、区分

所有建物を整備する場合、転

定期借地権の準共有持分の譲

渡は可能との認識で宜しいで

しょうか。 

その場合、譲渡する区部所有

者ごとに事前の承諾は必要で

しょうか。 

事業者が区分所有建物の譲渡

に伴って本件土地を転貸する

ことは、大学の事前の承諾が

ある場合には可能です。当該

承諾は、「国立大学法人法第33

条の３に基づく土地等の貸付

けにかかる文部科学大臣の認

可基準」の第10によるととも

に、事業期間にわたって、本

学の公募要項等及び事業者の

提案内容が確実に履行される

こと等が条件となります。よ

って、事前の承諾は、区分所

有者ごとに必要となります。 

171 公租公課の負

担 

36 13  92    土地活用事業者が負担する公

租公課には、土地にかかる固

定資産税は含まれない認識で

よろしいでしょうか。 

ご理解のとおりですが、土地

活用事業者が本学に支払う地

代等には、土地にかかる固定

資産税相当額が含まれること

に留意してください。 

172 財務書類の提

出 

36 13  94    公認会計士による監査報告で

はなく、社内監査部門による

監査としていただけませんで

しょうか。 

番号34への回答を参照してく

ださい。 

173 財務書類の提

出 

36 13  94    「監査報告書及び年間業務報

告書を公開する」との記載が

ありますが、どのように公開

するのでしょうか。また、独

立採算事業の報告書等を公開

する意図をご教示いただきた

いです。 

大学が直接的に関与する機関

や組織において、大学が当該

機関や組織の監査等を行い、

これを公表する必要がある場

合などを想定しています。な

お、このことは、事業者が特

別目的会社（本事業以外の業

務は禁止）に限られます。 

174 土地活用事業

者の兼業禁止 

37 13  10

0 

   特別目的会社を設立する場合

の条項という理解で宜しいで

しょうか。（特別目的会社を設

立しない場合は、土地活用事

業者が兼業することは問題な

いでしょうか） 

ご理解のとおりです。 



 (２７) 
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175 借地権存続期

間 

46 別6  4 1  6 第４条１項の存続期間は事業

施設（土地活用事業者所有施

設）の整備期間＋事業施設供

用期間（最大70年間）との理

解で宜しいでしょうか。 

ご理解のとおりですが、事業

施設供用期間には、当該施設

の解体撤去期間も含まれてい

ることに留意してください。 

176 借地権存続期

間 

46 別6  4 1  6 既存大学施設の解体期間は借

地権存続期間に含まないまた

は土地を無償で貸し出すこと

をご検討いただきたい。 

番号38への回答を参照してく

ださい。 

177 引渡し 46 別6  6 1  6 当該条文に「現状有姿にて引

渡す」とあるが、公表資料に

記載のない地中埋設物が発生

した場合の解体費の負担につ

いて、貴学負担にて撤去作業

を行う理解で良いでしょう

か。 

番号161への回答を参照してく

ださい。 

178 契約不適合責

任の免責 

46 別6  7   6 「本件土地につき契約不適合

責任を負わないものとする。」

とありますが、リスク管理の

観点から貴学において責任を

負っていただくことをご検討

いただきたいです。 

番号161への回答を参照してく

ださい。 

179 地代 47 別6  8 2 1 6 建物が竣工するまでの期間の

地代は減免していただけない

でしょうか。 

番号38への回答を参照してく

ださい。 

180 地代 47 別6  8 4  6 支払方法については、3か月に

1回の入金とさせていただく

等、協議させていただきたい

です。 

了解しました。 

181 契約保証金 47 別6  10 1  6 公募要領p.23では免除すると

されていますが、保証金は必

要となるのでしょうか。 

土地活用事業契約に係る契約

保証金は規定していません

が、定期借地権設定契約の契

約保証金を免除するものでは

ありません。なお、当該契約

保証金の全部又は一部は、地

代支払い、本件土地の原状回

復、損害賠償その他定期借地

権設定契約から生じる事業者

の一切の債務に充当すること

ができるものとします。 

182 契約保証金 47 別6  10 1  6 契約保証金が一部免除される

場合はどのようなときでしょ

うか。 

当該契約保証金（ 24か月分

（２か年分）の月額地代に相

当する額）が、すでに一部免

除された額となります。 

183 大学連携施設

の水光熱費 

48 別6  12 2  6 水光熱費は全て乙（事業者）

の負担とするとありますが、

運営期間中の大学連携施設に

かかる水光熱費は甲（大学）

の負担という理解でよろしい

でしょうか。 

ご理解のとおりです。 

184 本件土地の転

貸 

48 別6  14   6 土地活用事業において、区分

所有建物を整備し、転定借地

検の準供用持分を区分所有者

番号170への回答を参照してく

ださい。 
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へ譲渡する場合にはどのよう

な取り扱いとなりますでしょ

うか。その場合も同条２項に

定める事項の申請書が区分所

有者ごとに必要でしょうか。 

185 本件土地の転

貸 

48 別6  14 1   転貸はしてはならないとの記

載がありますが、第1条では、

建物を第三者に分譲する場合

には許容されるように読み取

れます。分譲に伴う転貸であ

れば貴学の事前の承諾は不要

という理解でよろしいでしょ

うか。 

番号170への回答を参照してく

ださい。 

186 本件土地の転

貸 

48 別6  14 2   建物の第三者への分譲に伴う

転貸の場合でも、区分所有者

全員の記載が必要となります

でしょうか。また、運営期間

中に区分所有者が転売する際

に伴う土地の転貸についても

都度貴学の承諾が必要になり

ますでしょうか。 

番号170への回答を参照してく

ださい。 

187 違約金 51 別6  23 

24 

1 

2 

  第23条と第24条で、違約金の

算出方法が異なりますが、ど

ちらが正しいでしょうか。 

別紙６の定期借地権設定契約

書第23条第１項は「乙が本契

約に基づく重要な義務に違反

し、本契約の目的を達成する

ことができないとき」に請求

できる違約金である一方、同

第24条第２項は「前項により

本契約を解除する場合」の違

約金であり、適用可能な場面

が異なります。 

188 土壌汚染等 52 別6  26    当該条文には定期借地の明渡

時の規定のみ記載されている

が、乙が甲から土地の引渡し

を受けた際に土壌汚染が発生

した場合は、甲の費用負担で

対策を行うという認識で良い

でしょうか。 

番号161、177への回答を参照

してください。 

189 遅延損害金 53 別6  30    別紙7 定期建物賃貸借契約書

第8条にある充当の順序につい

て、こちらでも明記していた

だけないでしょうか。 

原案のとおりとします。 

 

＜ ⑧ ＰＦＩ事業契約書（案）に関する質問回答 ＞ 

番号 項目 頁 章 節 条 項 号 別紙 質問 回答 

190 設計の変更 10 3  13 3 

8 

  貴学の請求等に起因して発生

する追加費用分は、土地活用

事業者が負担する権利金には

反映されない理解でよろしい

でしょうか。 

ご理解のとおりです。 

191 近隣対策 14 4 2 22 5   本事業の実施することそのも

のに対する近隣との協議のリ

スク分担（費用負担）は貴学

であるとの理解でよろしいで

ご理解のとおりですが、事業

者も本学に協力する必要があ

るものとします。 



 (２９) 

番号 項目 頁 章 節 条 項 号 別紙 質問 回答 

しょうか。 

192 工期、引渡日

又は供用開始

日の変更 

16 4 5 31 3   PFI事業者の責によらない工

期、引渡日又は供用開始日の

変更があった場合は、事業期

間の終期は変更できることと

していただきたい。 

第31条第３項但し書を、「但

し、工期、引渡日又は供用開

始日が変更された場合でも、

当該変更がＰＦＩ事業者の責

めに帰すことのできない事由

によるものでありかつ両当事

者が事業期間の終期変更が必

要であると合意した場合を除

き、事業期間の終期は変更し

ない。」と修正します。 

193 建設工事の一

時中止 

17 4 5 32 1   「大学は、必要があると認め

る場合、・・・一時中止させる

ことができる。」とあります

が、必要な場合とはどのよう

なことを想定されているでし

ょうか。 

第32条第１項は、公共工事標

準請負契約約款第20条第２項

と同趣旨の規定であり、発注

者である大学自らが一時中止

が必要であると認める場合

が、「必要と認める場合」に該

当します。 

194 建設工事の一

時中止 

17 4 5 32 2   事業者の責めに帰すことので

きない事由による場合には、

事業期間の変更も協議に応じ

ていただけませんでしょう

か。 

第32条第２項但し書を、「但

し、工期、引渡日又は供用開

始日が変更された場合でも、

当該変更がＰＦＩ事業者の責

めに帰すことのできない事由

によるものでありかつ両当事

者が事業期間の終期変更が必

要であると合意した場合を除

き、事業期間の終期は変更し

ない。」と修正します。 

195 不可抗力によ

る費用負担 

23 5 1 51 2   「不可抗力により維持管理業

務が履行不要となった場合、

履行不能状態が継続している

業務範囲及び期間に相当する

維持管理費相当を支払わな

い。」とありますが、法令変更

や不可抗力は、PFI事業者が負

担を免れない合理的な費用と

はならないということでしょ

うか。 

ご質問の趣旨は理解しかねま

すが、法令変更又は不可抗力

により維持管理業務の全部又

は一部が履行不能となった場

合には、大学からＰＦＩ事業

者に対する維持管理費相当の

支払いは行われず、ＰＦＩ事

業者がその間も負担を免れな

い合理的な費用については別

紙６又は別紙７により負担割

合を定める・・・ことが第51

条第２項の趣旨です。 

196 不具合及び故

障を発見した

場合の措置 

24 5 2 56 2   緊急を要する場合でも、協議

は必要ということでしょう

か。 

第56条第３項に、「前２項の規

定にかかわらず、第１項の協

議を実施するより前に緊急の

対処が必要とＰＦＩ事業者が

判断した場合には、ＰＦＩ事

業者は、速やかに適切な応急

処置を行ったうえで、当該応

急措置の内容を直ちに大学に

報告しなければならない。」を

追記します。 

197 大学の解除権 29 8 2 70 2 2  本契約の解除について、第71

条と同様、60日間以上として

いただけないでしょうか。 

原案のとおりとします。 

198 違約金等 33 8 2 76 3   貴学に起因する解除の場合、 ご理解のとおりです。 



 (３０) 

番号 項目 頁 章 節 条 項 号 別紙 質問 回答 

終了により被った損害の金額

の他、違約金を受領すること

は不可ということでしょう

か。 

199 保全義務 33 8 2 77    第71条及び第72条の規定に基

づく解除の場合、維持保全に

かかる費用は貴学の負担とし

ていただけないでしょうか。 

原案のとおりとします。当該

維持保全にかかる費用は、第

76条第３項に基づく損害賠償

請求の対象に含めることがで

きるとの考えです。 

200 財務書類の提

出 

37 12  89    公認会計士による監査報告で

はなく、社内監査部門による

監査としていただけませんで

しょうか。 

番号34への回答を参照してく

ださい。 

201 財務書類の提

出 

37 12  89    「監査報告書及び年間業務報

告書を公開する」との記載が

ありますが、どのように公開

するのでしょうか。 

大学が直接的に関与する機関

や組織において、大学が当該

機関や組織の監査等を行い、

これを公表する必要がある場

合などを想定しています。な

お、このことは、事業者が特

別目的会社（本事業以外の業

務は禁止）に限られます。 

202 ＰＦＩ事業者

使用施設の貸

付に係る契約

の当事者につ

いて 

52      11 ＰＦＩ事業において特別目的

会社を設立している場合であ

っても、ＰＦＩ事業者使用施

設については、大学と当該使

用施設の維持管理運営者が直

接、定期建物賃貸借契約を締

結することは可能か。 

可能としますが、その場合に

あっては、ＰＦＩ事業者は立

会人などとして関与すること

を必要とします。 

203 貸付料 54   6 2  8 貸付料は、何に基づいて改定

されますでしょうか。 

番号36への回答を参照してく

ださい。 

 

＜ ⑨ その他に関する質問 ＞ 

な し 

以 上 

 

［※］を付している別添の「番号○_○○○○」は、本学のホームページに「パスワード付き圧縮ファイル」

としてＵＰしています。当該圧縮ファイルのパスワードは、公募要項等の公表後に＜様式１ 資料等申

込書＞で申し込まれている方には、特段の申込をしなくても本学より送付します。公募要項等の公表後

に＜様式１ 資料等申込書＞で申し込まれている方で、本学よりパスワードが送付されてこない方は、

本学の担当部局へ問い合わせてください。なお、公募要項等の公表後に＜様式１ 資料等申込書＞で申

し込まれていない方で、別添の「番号○_○○○○」を閲覧したい方は、＜様式１ 資料等申込書＞にて、

新たに申し込んでください。 

 

 



公募要項等に関する追記事項 

 

１ 要求水準書の第２章と第３章の間に、以下の「第２章の２」を追記します。 

 

第２章の２ ＰＦＩ事業に関する要求水準 

１ 基本的事項 

(1) 基本方針 

1) 本事業は、大学所有施設の施設整備、大学使用施設の維持管理・運営を行うＰＦＩ事業と、

定期借地方式による土地活用事業を一体的に行う。 

2) ＰＦＩ事業者は、事業計画地の一部において大学所有施設の施設整備業務とともに、当該

施設の維持管理業務及び運営業務からなるＰＦＩ事業を実施する。なお、本学はＰＦＩ事業

者にサービス購入費を支払う。 

3) ＰＦＩ事業者は、本学及び土地活用事業者との密接な連携を確立することにより、ＰＦＩ

事業と土地活用事業の一体的な実施によるメリットの発揮や、本事業全体の魅力を高めるよ

うに努める。 

4) ＰＦＩ事業者は、ＰＦＩ事業及び土地活用事業それぞれの継続性の確保、安定的な事業運

営を図る観点から、ＰＦＩ事業において想定されるリスクを土地活用事業から分離し、その

リスクをＰＦＩ事業者自らの責任において負担する。 

 

(2) 実施体制 

1) ＰＦＩ事業者は、ＰＦＩ事業全体を総合的に把握し、調整等を行う総括責任者を定め、本

事業に係る基本協定締結後ただちに本学に届け出ること。 

2) ＰＦＩ事業の総括責任者は、同種事業の経験と必要な知識及び技能を有する者とする。  

 

(3) 業務区分 

ＰＦＩ事業における業務区分は次のとおりとし、それ以外のものは別途双方の協議の上、決

定するものとする。 

業務区分 本学 ＰＦＩ事業者 

施設整備 － 〇 

維持管理 － 〇 

運営 ○ 〇 

凡例 〇：担当 

 

(4) モニタリング 

ＰＦＩ事業におけるモニタリングは、公募要項第２章４の「(4) 本学による事業の実施状況

の監視（モニタリング）」に基づくものとする。  



 (３２) 

２ 公募要項の別紙１について、以下のように補足説明（赤文字）を追記します。 

なお、この追記に伴う内容の変更ありません。 

 

土地活用事業 

１ 地代等（権利金）の算出方法 

定期借地権設定契約締結日 地代等（権利金）は、以下の(1)から(3)を合計し

た額とする。 

(1)本学がＰＦＩ事業者に支払う大学所有施設に関

する施設整備費相当額に、施設整備費相当額に

係る消費税及び地方消費税額を加えた額 

(2)本学が別途に負担する土地活用事業に関連して

必要となる初期投資額（金 14,000,000円：消費

税及び地方消費税額を含む。） 

(3)(1)、(2)の合計額を超えて応募者が提案した額 

※(1)は、応募者提案による額とする。 

※(2)は、固定とする。 

※(3)は、応募者提案による額とする。 

※応募者提案による額とは、原則、令和８年 10 月

30 日に応募者が提案書において提案（記載）し

た額となります。 

２ 地代等（地代（年間地代））の算出方法 

(1)定期借地権設定契約締結日から、ＰＦＩ事業の

維持管理業務及び運営業務が開始する前日まで

の間 

地代等（地代（年間地代））は、以下の 1)の額とす

る。 

1)本学が別途に負担する本件土地に賦課される固

定資産税相当額（年額） 

※1)は、実際に賦課される額とする。 

(2)ＰＦＩ事業の維持管理業務及び運営業務が開始

する日から定期借地権設定契約の存続期間の終

了日までの間 

地代等（地代（年間地代））は、以下の 1)から 5)の

合計に 6)を控除した額とする。 

1)本学がＰＦＩ事業者に支払う大学使用施設に関

する維持管理費相当額に、維持管理費相当額に

係る消費税及び地方消費税額を加えた額（年

額） 

2)本学がＰＦＩ事業者に支払う大学使用施設に関

する運営費相当額に、運営費相当額に係る消費

税及び地方消費税額を加えた額（年額） 

3)本学が土地活用事業者に支払う大学連携使用施

設に関する賃料等（賃料や共益費）及び維持管

理費相当額に、賃料等（賃料や共益費）及び維

持管理費相当額に係る消費税及び地方消費税額

を加えた額（年額） 

4)1)から 3)の合計額を超えて応募者が提案した額

（年額） 

5)本学が別途に負担する本件土地に賦課される固

定資産税相当額（年額） 

6)本学がＰＦＩ事業の国際交流施設（単身室・夫

婦室）の入居者から受領する賃料（必須の施設



 (３３) 

は金 276,600 円／年・単身戸、任意の施設は金

276,600 円／年・単身戸、金 359,580 円／年・夫

婦戸）相当額（年額） 

※1)から 4)は、応募者提案による額とする。 

※5)は、実際に賦課される額とする。 

※6)の賃料単価は固定とし、住戸タイプ・戸数は

応募者提案に基づき算定される額とする。 

※ＰＦＩ事業の事業期間後においても、土地活用

事業の事業期間が継続（残余）している場合に

あっては、地代等（地代（年間地代））は同額と

する。 

※応募者提案による額 及び 応募者提案に基づき

算定される額とは、原則、令和８年 10月 30日に

応募者が提案書において提案（記載）した額 あ

るいは 提案書に基づいて算定された額となりま

す。 

３ 地代等（地代（年間地代））の改定方法 

(1) 定期借地権設定契約締結日から、ＰＦＩ事業

の維持管理業務及び運営業務が開始する前日ま

での間 

地代等（地代（年間地代））である上記２(1) 1) 本

学が別途に負担する本件土地に賦課される固定資

産税相当額（年額）は、実際に賦課される額に改

定するものとする。 

(2) ＰＦＩ事業の維持管理業務及び運営業務が開

始する日から定期借地権設定契約の存続期間の

終了日までの間 

 

地代等（地代（年間地代））のうち、上記２(2) 1) 

本学がＰＦＩ事業者に支払う大学使用施設に関す

る維持管理費相当額に、維持管理費相当額に係る

消費税及び地方消費税額を加えた額（年額）、同 2) 

本学がＰＦＩ事業者に支払う大学使用施設に関す

る運営費相当額に、運営費相当額に係る消費税及

び地方消費税額を加えた額（年額）、同 3) 本学が

土地活用事業者に支払う大学連携使用施設に関す

る賃料等（賃料や共益費）及び維持管理費相当額

に、賃料等（賃料や共益費）及び維持管理費相当

額に係る消費税及び地方消費税額を加えた額（年

額）、同 4) 1)から 3)の合計額を超えて応募者が提

案した額は、応募者提案が属する年の翌年の評価

時点（令和９年１月１日）の事業計画地の固定資

産税評価額と、実際に地代を支払う年の評価時点

（毎年１月１日）の事業計画地の固定資産税評価

額を比較し、変動がある場合、その変動割合に応

じて、当該年の４月１日よりの月額地代に反映さ

せるものとする。 

地代等（地代（年間地代））のうち、上記２(2) 5) 

本学が別途に負担する本件土地に賦課される固定

資産税相当額（年額）は、実際に賦課される額に

改定するものとする。 

地代等（地代（年間地代））のうち、上記２(2) 6) 

本学がＰＦＩ事業の国際交流施設（単身室・夫婦

室）の入居者から受領する賃料相当額（年額）



 (３４) 

は、固定とし、改定しないものとする。 

※本文が複雑なために以下に簡略化しました。 

・上記２(2) 1)＋2)＋3)＋4)の改定は以下のとお

り。 

［ 1)＋2)＋3)＋4) ］×［ 固定資産税評価額

（地代を支払う年の評価時点（毎年１月１日））

／固定資産税評価額（令和９年１月１日） ］に

改定 

・上記２(2) 5)の改定は以下のとおり。 

実際に賦課される額に改定 

・上記２(2) 6) の改定は以下のとおり。 

改定しないものとする。 

※1)、2)、3)、4）は、応募者提案による額（原

則、令和８年 10月 30日に応募者が提案書におい

て提案（記載）した額） 

※6)は、応募者提案に基づき算定される額（原

則、令和８年 10月 30日に応募者が提案書におい

て提案（記載）した額 あるいは 提案書に基づ

いて算定された額となります。 

４ 協議等 

地代等（権利金）の算出及び改定方法は上記１から３の通りとするが、固定資産税評価額の扱いなどの

詳細事項については、本学と土地活用事業者で協議の上、本学が決定する。 

 

ＰＦＩ事業との関係 

ＰＦＩ事業のサービス購入費は、原則として、土地活用事業とは関係なく、公募要項別紙２の２「(2) 

サービス購入費の支払方法」に基づき支払われ、同２「(3) サービス購入費の改定（変更）方法」に基

づき改定されます。 

 

 


